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【論文要旨】
The purpose of this paper is to make some recommendations on the legal system that I believe
should be taken into consideration in the future concerning Article 212, Paragraph 1 of the
Japanese Income Tax Law (``§212◯''). To clarify this issues, I compared Japanese legal system
with the United States legal system while precedent cases of Japanese court.
§212◯ seems to impose an excessive burden on the withholding obligors, but it is diŠerent in the
United States. In the United States, the Tax Reform Act of 1984 enacted new Code Section1445
(International Revenue Code : IRC), Withholding of Tax on Dispositions of United States Real
Property Interests. IRC §1445 regulates ``withholding tax reduction system'' and ``a‹davit sys-
tem'' that Japan had not introduced at the time of the creation of §212◯, and these systems protect
withholding obligors.
Japan should adopt these systems in order not to impose as excessive burdens on withholding ob-
ligors, such as by applying the intergenerational treaty like ``the Convention on Mutual Administra-
tive Assistance in Tax Matters''.
【キーワード】 源泉徴収制度，IRC §1445，宣誓供述書制度，租税に関する相互行政支援に関する
条約，OECD モデル租税条約
―  ―
1 OECD ``OECD/G20 Base Erosion and Proˆt Shifting Project Explanatory Statement 2015 Final Reports'' p.4～6
(OECD2015).
2 我が国の国外転出時課税制度については，増井良啓「実現原則と国外転出時課税制度」『日税研論集』74巻
81頁以下（日本税務研究センター2018年）で体系的にまとめられている。その他，拙稿「我が国における国
外転出時課税制度の創設―国外転出時課税制度における基礎知識―」『経営学研究論集』47号127～145頁
（明治大学大学院経営学研究科2017年），米国の同規定については，拙稿「米国における出国税規定の歴史的
変遷と我が国の国外転出時課税制度」『税務事例』50巻 3 号47～59頁（財経詳報社2018年）を参照とする。
3 所得税法60条の 2国外転出をする場合の譲渡所得等の特例に規定される課税対象資産は，◯有価証券若
しくは匿名組合契約の出資の持分（所法 2◯十七，所令 4，288），◯国外転出時において決済していない信
用取引若しくは発行日取引，（所法60の 2◯，所規37の 2◯），◯国外転出時において決済していないデリバ
ティブ取引（所法60の 2◯）であり，本稿においてはこれら三種類の資産を「有価証券等」ということとす
る。
4 1 にて後述する。
5 財務省 HP http://www.mof.go.jp/budget/budger_work‰ow/account/fy2016/ke2911c.html（最終アクセス
日2018年 9 月19日）参照。
6 国税庁 HP https://www.nta.go.jp/kohyo/tokei/kokuZeicho/gensen2016/pdf/03_tokeihyo.pdf（最終アクセ
ス日2018年 9 月19日）参照。
7 TKC 法律情報データベース LEX DB で調べたところ，平成 2 年 4 月 1 日以降平成30年 9 月19日までの期間
に所得税法212条について争われた裁判は全31件であるが，そのうち半数を超える事案が近年10年間で争わ
れたものである。
はじめに
近年，グローバル化により個人の海外転出や滞在が珍しいことではなくなっており，BEPS
（Base Erosion and Proˆt Shifting税源浸食と利益移転）の議論をはじめとして先進諸国の多くが
自国の課税権を確保しようと動いている1。我が国でも平成27年度税制改正により国外転出時課税
制度2 を導入するなど，同様の動きがうかがえる。
国外転出時課税制度では，有価証券等の資産が課税対象とされている3。他方，土地等の譲渡に
関しては，平成 2 年度税制改正によって，非居住者及び外国法人が国内にある土地等又は建物等
を譲渡した場合には，譲渡人である当該非居住者及び外国法人は譲渡価額の10相当額を譲渡人
に源泉徴収，国に納付される方法がとられている（以下，非居住者及び外国法人が国内にある土地
等又は建物等を譲渡した場合に発生する源泉徴収義務の根拠となる所得税法212条 1 項4 を「本条
項」という。）。この規定は，後述するように，米国の不動産に係る源泉徴収制度を基に我が国に導
入されたものであるが，その全てではなく一部の導入に留まっている。
源泉徴収制度の歴史は古く，我が国では明治32年に導入されて以来，数々の改正を重ねて現在
に至っており，我が国所得課税制度において欠かすことのできないものである。例えば，平成28
年度についてみると，我が国の租税歳入54兆3894億円のうち源泉所得による税収は16兆7218億円
に上っており5，この点をみるだけでも源泉徴収制度が我が国における租税歳入の重要な位置を占
めていることが明確である6。しかし，源泉徴収制度には未だにその執行上の問題点が指摘されて
おり，本条項を中心とした租税訴訟も増加している7。
―  ―
8 金子宏『租税法〔第22版〕』926～928頁（弘文堂2017年）。
9「実体法である所得税法では，所得の帰属する者が『納税義務者』（同法 5 条 1 項）であるが，手続法である
国税通則法（以下「通則法」という。）では，源泉徴収の徴収義務者が『納税者』として規定されている
（同法 2 条 5 項）。通則法でいう『納税者』とは，徴収・納付義務者のことであり，実体法上の本来の納税義
務者ではない。」今村隆「徴収納付の法律関係に関する諸問題」『税研』26巻 2 号40頁（財団法人日本税務研
究センター2010年）。
本稿では，非居住者及び外国法人が国内にある土地等又は建物等を譲渡した場合に発生する源泉
徴収義務を根拠づける所得税法上の本条項の規定について，米国の法制度を参考とし，我が国にお
いて今後視野に入れるべき法制度について若干の提言を行うこととする。
．土地等売買における源泉徴収制度の問題点
. 源泉徴収制度の概要8
租税の徴収方法のうち，納税義務者以外の第三者に租税を徴収させ，これを国または地方団体に
納付させる方法を徴収納付といい，所得税の源泉徴収，住民税その他の地方税の特別徴収は，いず
れも徴収納付の例として挙げられる。徴収納付義務は，納税義務者から租税を徴収する義務（作為
義務）と徴収した租税を納付する義務（給付義務）の結合した特殊な義務であると解されており，
それは本来の納税義務ではないが給付義務を内容とする点において，本来の納税義務に類似する。
国税通則法では，納税義務者と徴収納付義務者を合わせて「納税者」と呼び（通則法 2◯），また，
納税義務者の租税を納付する義務と徴収納付義務者の租税を納付する義務とを合わせて納税義務と
して，両者に共通の定めをおいている場合が多い。源泉徴収による国税（通則法 2◯）の納付義務
は，源泉徴収の要件の充足と同時に自動的に確定する。源泉徴収税額が法定納期限までに納付され
ないときは，納税の告知および督促の手続を経たうえで滞納処分がなされる。
以下，本稿において，本来の納税義務者を「受給者」，源泉徴収の徴収義務者を「源泉徴収義務
者」ということとする9。
. 源泉徴収制度における諸問題と東京地裁平成年判決
源泉徴収制度が源泉徴収義務者に過度な負担を負わせているとして争われた最高裁裁昭和37年 2
月28日大法廷判決（刑集16巻 2 号212頁）は，「法は，給与の支払をなす者が給与を受ける者と特
に密接な関係にあって，徴税上特別の便宜を有し，能率を挙げ得る点を考慮して，これを徴税義務
者としているのである。（…）源泉徴収義務者の徴収義務は憲法の条項に由来し，公共の福祉によ
って要請されるものであるから，この制度は所論のように憲法29条 1 項に反するものではなく，
また，この制度のために，徴収義務者において，所論のような負担を負うものであるとしても，右
負担は同条 3 項にいう公共のために私有財産を用いる場合には該当せず，同条項の補償を要する
ものでもない。」として合憲性を認めた。しかしながら，これ以降も徴収義務の程度がいかほどま
で認められるかについての問題自体は解決されたようには見受けられない。
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10 今村・前掲注 9，40頁参照。
11 最高裁昭和45年12月24日判決（民集24巻13号243頁）において「受給者は，源泉徴収による所得税を徴収さ
れまたは期限後に納付した支払者から，その税額に相当する金額の支払を請求されたときは，自己において
源泉納税義務を負わないことまたはその義務の範囲を争って，支払者の請求の全部または一部を拒むことが
できるものと解される。」と判示され，源泉所得税の納税に関して源泉徴収義務者のみが国と法律関係を有
し，受給者と国との間には直接的な法律関係が生じないことが明らかにされた。この判決は「支払者に対す
る救済の方法を広げたものであり，歓迎すべき判例である」と評価される。今村・前掲注 9，42頁参照。
12 最高裁平成 4 年 2 月18日判決（民集46巻 2 号77頁）では，「源泉所得税と申告所得税との各租税債務の間に
は同一性がなく，源泉所得税の納税に関しては，国と法律関係を有するのは支払者のみで，受給者との間に
は直接の法律関係を生じないものとされていることからすれば，（…）右税額の計算に当たり，源泉所得税
の徴収・納付における過不足の清算を行うことは，所得税法の予定するところではない。」と判示された。
13 いわゆる年金二重課税訴訟（最高裁平成22年 7 月 6 日第三小法廷判決（民集63巻 5 号1277頁））はこれまで
最高裁が示してきた源泉徴収制度の判例とは異なる考え方を採っている。最高裁は「B 生命が本件年金につ
いてした同条所定（筆者注所法208）の金額の徴収は適法であるから，上告人が所得税の申告等の手続に
おいて上記徴収金額を算出所得税額から控除し又はその全部若しくは一部の還付を受けることは許されるも
のである。」と，実定法上の具体的な根拠規定が判然としない中で，所得税法9条 1 項16号の非課税規定があ
るにもかかわらず，年金部分につき源泉徴収をすべき旨判示した。この判決について，田中治教授は「平成
4 年の最高裁判決（筆者注脚注12）の論理に従えば，違法な源泉徴収については，受給者は支払者に対し
て本来の債務の一部不履行を理由に，誤徴収に係る金額の支払を求めることができるにすぎず，国に対し
て，何らかの請求をする権利はない。他方，平成22年の最高裁判決の論理に従えば，当該源泉徴収は適法で
あるので，受給者が直接，確定申告等により，国に対して過大分の返還を求めることができる，ということ
になる。」として，その見解の相違による影響を懸念されている。田中治「源泉徴収制度の存在理由」『税法
学』571号156～157頁（日本税法学会2014年）。
14 水野忠恒『大系租税法〔第 2 版〕』118～119頁（中央経済社2015年）参照。
これについて，前掲注13の年金二重課税訴訟判決や源泉所得税と同じく自動確定の税とされている登録免
許税に関する判決（最高裁平成17年 4 月14日第一小法廷判決（民集59巻 3 号491頁））が存在する通り，現
在では必ずしも国から受給者への源泉所得税の請求が不可能であるとは言えなくなっており，源泉徴収制度
の解釈が統一されていないように見受けられる。
では，具体的にどのような問題点が残存しているのであろうか。徴収制度の諸問題についての先
行研究は数多く見受けられるが，本稿では，◯源泉徴収制度の徴収に係る法律関係の問題，◯源泉
徴収義務者の注意義務に関する問題の 2 つについて整理を行う。
 源泉徴収制度の徴収に係る法律関係の問題
現行法上の源泉徴収の法律関係としては 3 つの関係を考えることができる10。（）課税権者た
る国と源泉徴収義務者の関係であり，これは公法関係で，源泉徴収義務者は国に対し源泉税の徴収
・納付義務を負う。（）源泉徴収義務者と受給者の関係は私法関係であり，受給者は源泉徴収義
務者に対し源泉税の受忍義務を負う。（）国と受給者の関係は，公法関係であり，受給者は国に
対し直接的には義務を負わない11,12。すなわち，源泉徴収に係る税額については，国から受給者に
請求する途もないということである13,14。通常，源泉徴収金額の不足や徴収漏れ等があった場合，
源泉徴収義務者は受給者の代わりに国に源泉徴収税額を納付し，その後に受給者へ納付した源泉徴
収税額の返還を求める。このとき受給者が任意に支払いを行わない場合，源泉徴収義務者は民法上
の求償権（442条）に基づき源泉徴収税額の返還を求める訴訟を提訴する必要が出てくる。
―  ―
15 判例評釈として，駒宮史博「国際課税における源泉徴収の意義」『租税判例百選〔第 6 版〕』別冊ジュリスト
228号134頁（有斐閣2016年），山口敬三郎「非居住者から購入した土地建物の対価の支払いをする者（買受
ける者）の源泉徴収義務［最高裁第三小法廷平成24.9.18決定］」『税理』59巻 7 号85頁（日本税理士連合会
2016年）など参照。
16 類似の事案として挙げられるのが東京地裁平成28年 5 月19日判決（裁判所 HP http://www.courts.go.jp/app
/hanrei_jp/detail5?id＝86346参照。最終アクセス2018年 9 月19日）であり，この事案は，不動産会社である
原告 X が，Z4 との間で不動産に係る売買契約を締結したところ，処分行政庁から Z4 が「非居住者」に該当
 源泉徴収義務者の注意義務に関する問題
源泉徴収義務者の負う注意義務の程度についても問題は残されている。特に平成 2 年に創設さ
れた非居住者との土地等売買における源泉徴収に関して，いくつかの訴訟が生じている。ここでは
非居住者との土地等売買における源泉徴収制度について争った事案として，東京地裁平成23年 3
月 4 日判決（税資261号順号11635。以下，「東京地裁平成23年判決」という。）15を参考とする。本
件は，不動産会社である原告 X が A から不動産を購入したところ，処分行政庁において，A が非
居住者（所法 2◯五）に該当するから，売買契約に係る譲渡対価が国内源泉所得に当たるとして，
源泉徴収に係る所得税の納税告知処分及び不納付加算税賦課決定処分を受けた事案である。X は
取消しを求めるとともに，過誤納金に係る返還を求めた。地裁は，不動産売買における売主と買主
の法律関係をめぐる取決め事項について，不動産が相当高価であることを鑑み，「買主としては，
代金決済等の後のものも含めて，売主の住所・居所，資力その他の事情や属性に強い関心を有する
のが通常である」とした上で，「このことを本件源泉徴収制度においてみてみると，源泉徴収義務
の有無を左右するのは売主が『非居住者』等に該当するか否か（具体的には，売主の住所・居所が
国内にあるか否か）であるところ，このような事実は，上記のような売買契約の目的を完全に達す
るために必要な事項に関連するものであるから，買主において調査確認等（例えば，売主の住所・
居所を知るための調査確認等としては，売買契約書の作成，不動産登記事項証明書の確認，売主か
らの委任状及び印鑑登録証明書等の入手又は売主への直接確認等が考えられる。）をすることが予
定されているということができ，売主の住所（居所を含む。）は，売買契約の締結に当たっての調
査確認等により通常容易に判定することができると考えられ，これにより源泉徴収義務の有無を決
することとなったとしても買主に酷な負担を強いるものとは到底考えられない。」と判示し，X の
請求は棄却された。控訴審の東京高裁平成23年 8 月 3日判決（税資261号順合11727）において，
控訴人 X は，「外部からは分からないプライバシーに関する不明確な事情によって定まる非居住者
性についての強制調査権限を有しない支払者において調査するということは取引の実情とかい離す
る」と主張したが，高裁は「源泉徴収義務が発生する売買か否かは重要なことであるから，非居住
者性の確認を行うのが通常であり，それが取引の実情であると考えられる。」として，X の請求を
退けた。なお最高裁は不受理決定が下されている（平成24年 9 月18日決定）。
東京地裁平成23年判決では，源泉徴収義務者の注意義務の範囲内において譲渡人を非居住者で
あると判断できたはずであると判決が下っているが16，この点については疑問が残る。税務職員の
―  ―
するため X は所得税法212条 1 項に基づく源泉徴収義務を負うとして源泉徴収税の納税告知処分を受けた事
案である。本件において，Z4 が売買契約時において提出した戸籍抄本，住民票といった公的書類において
Z4 の氏名が記載されていた点が考慮されるべきか注目されるところとなったが，裁判所は X の請求を棄却
した。なお控訴審東京高裁平成28年12月 1 日判決（裁判所 HP http://www.courts.go.jp/app/hanrei_jp/
detail5?id＝86937参照。最終アクセス2019年 9 月19日）においても原判決の判断は相当であるとして，棄却
されている。
17 質問検査権をめぐる問題についての参考文献として，栗谷桂一「質問検査権を巡る諸問題―徴収職員の質問
検査権を中心として―」『税務大学校論叢』64巻 2～86頁（税務大学校2010年）が挙げられる。
18 酒井克彦「源泉徴収制度における源泉徴収義務の範囲（下）―いわゆる年金二重課税訴訟最高裁判決の示す
源泉徴収制度観―」『税務事例』44巻 8 号 3 頁（財経詳報社2012年）。
19 伊藤雄太「源泉徴収義務者の注意義務―非居住者から土地等を買い受ける場合を中心に―」『税法学』570号
34～36頁（日本税務法学会2013年）。
20 佐藤教授は源泉徴収義務者が徴収の便宜を有していない場合には，「この者に対して納税告知を行うのでは
なく，国が直接，受給者たる納税義務者の納税義務や納付義務について処分を行い，不服がある納税者にこ
れを争わせる制度とすることが考えられる。」と述べられる。「ただし，このような制度設計には，大袈裟に
言えば源泉徴収制度の根幹を揺るがす危険な要素を内蔵している。」として，特別な加算税等の制度構成を
も視野に入れなければならないとされる。佐藤英明「日本における源泉徴収制度」『税研』26巻 2 号30頁
（日本税務研究センター2010年）参照。
21 田中教授は「通常要求される調査を尽くしてもなお非居住者該当性が不明である場合において，私人側に強
制的に調査をする権限も権利もないという納税者の主張は十分に合理性がある。非居住者性の疑いがある場
合には，納税者の側で源泉徴収義務に相当する税額を留保すればよいというのは，徴税の便宜に傾斜しすぎ
であろう。源泉徴収の要否をめぐって買主と非居住者かもしれない売主との問で対立が生じ，契約が取り消
されるかもしれないリスクは当然に私人の側が負うべきなのであろうか。おそらく立法論としては，そのよ
うな場合の買主の疑義につき，課税庁が適切に関与して非居住者該当性を調査する仕組みを用意すべきであ
ろう。あるいは，そのような制度の下で，買主があらかじめその疑義を課税庁に表明ないし相談している場
合には，一定の場合に，買主の源泉徴収義務は免除ないし軽減される制度を作ることも考えられてよいであ
ろう。」として，立法論を視野にいれた制度設計について述べられる。田中・前掲注13，162頁。
ように質問検査権17を有していない源泉徴収義務者に対し，真実の解明といったレベルまでの解明
義務が課されているものと解するべきではないと考えられるからである18。本件事案のように，非
居住者でありながら日本に住民登録や戸籍を残しているケースにおいては，非居住者であることに
気が付くことは甚だ困難であり，また，そもそも受給者には源泉徴収義務者に対する情報提供義務
がないにもかかわらず，源泉徴収義務者には完璧な結果を得るための注意義務が課されているよう
に見受けられる19。これは，給与所得の源泉徴収においては年末調整における扶養控除等申告書の
提出が義務付けられていること（所法190）や，給与支払者と給与を受ける者との間に特に密接な
関係が認められることと比べ，土地等の売買における源泉徴収義務者の負う義務の程度には大きな
隔たりがあることは明らかである20。また，これに加え，ほとんどの源泉徴収義務者は課税実務や
法律の専門家ではなく，その課されるべき注意義務の程度からみても限界があるのではなかろうか。
源泉徴収義務者は行政処分庁と比して証拠との距離が遠く，受給者の作り出した客観的外観の検
証を行うすべがほとんどないと言えるであろう21。本事案は細かな事実認定を争った事案であるた
め，受給者の客観的外観すべてが居住者としての形をなしていたものではないことは判決からも明
らかとなっている。しかしながら，公的書類と言えるはずの戸籍抄本・住民票の証拠能力が否定さ
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22 源泉所得税の沿革については多くの文献が存在するが，金子宏「わが国の所得税と源泉徴収制度」同『所得
課税の法と政策』125頁（有斐閣1966年）をはじめとして，村上義弘「源泉徴収制度をめぐる法的諸問題」
日本税法学会編『中川一郎先生古希祝賀税法論文集』301頁（日本税法学会1979年），加藤睦夫＝宇田川璋仁
＝石弘光『昭和財政史一終戦から講和まで（7）』644頁（財務総合政策研究所1975年）など参照とする。
23 金子「わが国の所得税」・前掲注22，130頁。
24 なお，当時は，分類所得税制と総合所得税制の併用方式が採用されていて，退職所得は第 2 種所得税の丙に
分類されていた。
25 今本啓介「申告納税制度と源泉徴収制度の関係―申告納税制度の下での源泉徴収制度のあり方を求めて―」
『税研』153号34頁（財団法人日本税務研究センター2010年）。
26 シャウプ税制勧告第14章，附録 D・C・2 参照。
れたという意味において，この判決は重要視するべきではなかろうか。土地等売買というビジネス
関係にある私人間で，客観的外見としての公的書類を信頼した取引が行われるのは当然であり，こ
れを否定することは自由な商取引に悪影響を及ばす可能性があるのではないかと危惧するところで
ある。
．我が国の源泉徴収制度の沿革と米国における源泉徴収制度
さて，我が国において税収確保の面からも，簡便な徴収という面からも欠かすことのできない源
泉徴収制度であるが，これはどのように創設され，改正を重ねてきたのであろうか。
. 我が国源泉徴収制度の沿革22
我が国の源泉徴収制度の深淵は，明治32年の所得税法改正により公社債の利子所得に係るもの
として創設されたことに始まる。この時開始された源泉徴収は「最初は，公債や社債への投資の奨
励ないし促進というような政策的理由よりは，むしろ簡易で確実な租税の徴収にあったと見るべき
であろうか。」23と説明されている。その後，大正12年の所得税法改正において銀行預金の利子につ
いても源泉徴収が行われることとなった。昭和に入ってからの我が国は，戦争による財政需要の急
速な拡大のため，応急的な租税措置を取っていた。そのため，昭和13年の所得税法改正によって
退職所得に対する源泉徴収制度が，更に昭和15年の所得税法改正では配当利子所得（甲種），勤労
所得（甲種），および退職所得（甲種）にまで源泉徴収の範囲が拡大された24。昭和22年改正には，
初めて近代的な総合累進所得課税が採用され，総合所得税制へ一本化された。この時に，現行のも
のに相当する源泉徴収制度が導入され，また，それまでの付加課税制度に代わり申告納税制度が全
面的に採用され，納税者が自ら税額を計算し納付することとなった25。このように，本来的には租
税行政庁が担うべき役割を源泉徴収義務者に任せる形にしたのは，戦後の税務職員不足が背景にあ
る。この点に関し，昭和24年 9 月のシャウプ勧告は，「源泉徴収制度は効果的に機能しているかの
ように見える」と評価している26。
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27「国家の管轄権は，一般に，法令を成立する立法管轄権，裁判所がこれを適用する裁判管轄権，行政機関が
これを執行する執行管轄権に分類される」と考えられ，課税管轄権とは，国家の主権に基づく内在的属性で
あり，行政機関がこれを執行する執行管轄権の一部であると論じられる。高野幸大「国家管轄権と国際租税
法の関係―資産税の側面からの基礎的考察」『租税法研究』42号84頁（租税法学会2014年）。本来，主権とは，
領域と相まって論じられた「他の国家の主権を排除するような権力の行使が認められる」管轄権の範囲であ
った。言い換えると，課税管轄権とは，他の国家の主権を排除し，国の行政機関が税の課税徴収を行うこと
が許される範囲，と定義することができるであろう。水野忠恒『21世紀を支える税制の論理 第 4 巻高裁課
税の理論と課題〔二訂版〕』4 頁（税務経理協会1995年）。
28 例えば，米田隆・北村導人・黒松昴蔵「第 7 章非居住者・外国法人に係る源泉徴収」金子宏監修『現代租税
法講座第 4 巻 国際課税』161頁以下（日本評論社2017年）では，「支払」の意義や「支払をする者」の意義，
という文言についてすらも文理解釈の観点から疑問が認められる旨を論じている。
29 米田・前掲注28，161～162頁。
. 平成年税制改正
非居住者に対する源泉徴収制度は，所得税法「第三編 非居住者及び法人の納税義務」のうち，
「第五章 非居住者又は法人の所得に係る源泉徴収」に規定が置かれている。所得税法212条源泉
徴収義務は「非居住者に対し国内において…国内源泉所得…の支払をする者又は外国法人に対し
国内においては…国内源泉所得…の支払をする者は，その支払の際，これらの国内源泉所得につい
て所得税を徴収し，その徴収の日の属する月の翌月十日までに，これを国に納付しなければならな
い。」とする。これは前述したとおり，平成 2 年税制改正によって導入された規定である。
我が国に事務所等を有しない非居住者・外国法人に対して，我が国の課税管轄権27を執行するた
めの簡便な徴収の技法が，「非居住者・外国法人に係る源泉徴収」であるとされる。国内租税法に
比して，国際租税法においては制度上，課税漏れを防ぐため源泉徴収が重要な役割を担うこととな
るが，その重要性にもかかわらず依然として源泉徴収に係る法令には不明確な部分が存在する28。
そのため，先述した東京地裁平成23年判決のように，実務上源泉徴収の対象となるか否かが問題
となる場面は多い。また，法令が不明確であるが故に生じる過大ないし過少徴収リスクの関連当事
者間での分担について，制度上十分な手当てがなされているとはいい難い状況にあるため，（源泉
徴収の対象となるか否かとの問題とは別に）その過大ないしは過少徴収の責任の所在が問題となる
場面も多い29。
本条項を含む所得税法の一部を改正する法律（法律第12号）及び租税特別措置法の一部を改正
する法律（法律第13号）は参議院本会議において平成 2 年 3 月30日に可決，成立し，同 3 月31日
に公付され，同 4 月 1 日より施行されている。ちょうどバブル経済の真っただ中～崩壊にかかる
時期であり，不動産価格高騰が続き，土地等の売買によって多額の利益を得る者が多かった時代で
ある。本条項の制度趣旨は，「外国法人・非居住者が国内に有する不動産を譲渡した場合の所得は，
総合課税の対象となる国内源泉所得とされていましたが，現実問題として，申告期限前に譲渡代金
を国外送金し無申告のままに出国してしまう事例がかなり見受けられます。本源泉徴収制度は，こ
のような問題に対処する観点から，少なくとも譲渡時点においては非居住者又は外国法人である典
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30 適用外にあたる要件として「譲受者の取得した土地等又は建物等が 1 億円以下で，かつ，当該土地等を自己
又は親族の居住の用に供する場合」が挙げられている。大高洋一「改正所得税法（国際課税関係）〔非居住
者・外国法人が行う土地等の譲渡等〕」『税理』33巻 7 号61～76頁（日本税理士連合会1990年）。
31 大高・前掲注30，61～76頁。このほか，大蔵省主税局企画官・加藤治彦ほか『改正税法のすべて』153～
155頁（日本税務協会1990年），木村嘉秀「国際課税関係の平成 2 年租税制改正点」『国際税務』10巻 6 号18
頁（国際税務研究会1990年）を参照。
32 Michael Hirschfeld, ``Withholding Tax on Dispositions of U.S. Realty by Foreigners'' TAXES-The Tax Maga-
zine Vol.62 No.10, p.667 (CCH Incorporated 1984).
型的な売逃げ事案に対して一定の課税権を行使するため，導入することされたものです。」30と説明
され，さらに「同様の制度は米国でも1985年以降実施されており，又は非居住者の収入に特有の
源泉徴収制度としてはこれまでも，貸付金利子，不動産賃貸料等の例があります。」31と述べられて
いる。
このように，以下に述べる米国を参考として導入された本条項であるが，米国の源泉徴収制度を
丸ごと導入したのではなく，一部形を変えて制定された。
. 米国における源泉徴収制度
大蔵省主税局企画官・加藤治彦ほか『改正税法の全て』（日本税務協会1990年）に記載されてい
る通り，我が国の土地等売買における源泉徴収制度は米国の不動産に係る源泉徴収制度を参考とし
て導入された。その主となる法律は1984年の税制改革法（赤字削減法Pub L. 98369，以下
「1984年法」という。）における International Revenue Code（IRC）§1445が始まりである。1984
年法の基礎となる外国不動産税法（Pursuant to the Foreign Investment in Real Property Tax Act
of 1980，以下「FIRPTA法」という。）の IRC §897を含めてその外観を確認する。
 米国源泉徴収制度の導入背景と FIRAPTA 法 §897
1980年に成立した FIRPTA 法に基づき，米国における不動産権益の譲渡を行う外国人は，一般
的に譲渡時の実現利益（any gain realized on the disposition）に税金を払わなければならない。も
ともと米国は，米国の不動産権益の外国人所有者を特定するための自己申告制度（確定申告制度）
を前提としていた。申告の代わりに，そして外国人投資家の身分開示を避ける手段として（avoid-
ing disclosure of the identity of foreign investors），投資家は財産が売却されたときに米国税額納税
額が確実に満たされることを保証するために内国歳入庁（International Revenue ServiceIRS）
との預金準備（security deposit）を取極めることが FIRPTA 法によって認められた32。FIRAP-
TA 法 §897は，次の図表 1 のとおりである。FIRPTA 法制定以前は，米国事業活動に実質的に関
連する所得（eŠectively connected with United States trade or business)33かどうかに関わらず，米
国不動産に関心を持つ外国人は，様々なタックスプランニング（planning techniques）を採用して
不動産の譲渡に関する連邦所得税を減少させることができた。FIRPTA 法は，これらの租税回避
手段のすべてではないにしても，ほとんどを実質的に遮断したと言われている34。この法において
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33 米国事業活動に実質的に関連する所得（eŠectively connected with United States trade or business もしくは
eŠectively connected income）とは，直接または（代理人を通じた）間接とを問わず，米国内の事業活動に
有機的に関連した所得とされる。なお，これは米国独自の考え方として，1966年の外国投資家課税法
（FITA 法Foreign Investors Tax Act of 1966）により導入された「実質関連概念」が使用されているが，
これはソース・ルールにより国内源泉とされた所得について，「総合課税」か「源泉に分離課税」かを区分
する基準（特定の国外源泉所得については，総合課税の対象に取り込む基準）として用いられている。
Richard L. Doernberg, ``International Taxation in a Nutshell〔Third Edition〕'' p.3233 (West Publishing
co.1997).
34 Supra note32, Michael Hirschfeld, p.668.
35 Ibid, p.668.
36 ``Return with respect to foreign person holding direct investments in U.S. real property interests''. 1981年規
定され，その後84年，86年に修正を加えられ，現在の形となる。
37 Supra note32, Michael Hirschfeld, p.669.
主要な効力を持つ IRC §897（a）は，米国不動産権益（U.S. real property interestUSRPI）の譲
渡による非居住外国人または外国法人の損益は，場合によっては，米国市民および居住者または内
国法人に適用される税率と同じ利率で課税されると規定する35。
FIRPTA 法が制定された当初，§897に基づく源泉徴収制度は，連邦議会下院によりその成立を
拒否されていた。1980年には複雑な申告制度が税の徴収を促進する手段として制定されたが，こ
れは IRS が施行開始日を繰り返し延期したことにより，実際に行われることはなかった。この申
告制度は1984年法の制定に伴いほぼ完全に廃止され，その代わりに源泉徴収制度が最終的に制定
された。特に，1984年法で改正された §129では，（）1985年 1 月 1 日以後の譲渡に有効な，米
国不動産権益の譲渡について源泉徴収義務を規定した §1445を新たに制定した。また，（）米国
不動産権益における直接投資を行う外国人を対象とした還付に関する規定である §6039C 36 を修正
し，1980年以降の暦年に適用することとした37。
1984年 7 月18日に署名された1984年法は，外国人による米国の不動産権益の譲渡（同年12月31
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38 また，1984年法の制定に伴い，居住者か非居住者であるかを判定するためのいわゆる183日ルールが米国で
初めて導入されたとされる。1984 Act, P.L. 98369, §138, IRC §7701(b), Deˆnition of Resident Alien and
Nonresident Alien.
39 なお，図表 2「IRC §1445」のうち，§1445(b)(1)に記載された具体的な適用事例については，後述する図
表 3「IRC1445(b)」で説明する。
日以降に行われたもの。）に関する源泉徴収制度を規定した。この源泉徴収制度の特徴は，売主が
外国人であるかどうかを確かめる義務を米国不動産権益の購入者に与えたことである38。
 米国源泉徴収制度―IRC§1445
前述したとおり，米国の源泉徴収制度である §1445を参考として，我が国は非居住者との土地等
売買における源泉徴収制度を導入した。しかし我が国への導入は米国制度の全てではなく，一部に
とどまっている。このとき導入されなかった制度として主要なものが【源泉徴収制度の減免制度】
と【宣誓供述書制度】である。以下，これらの制度について簡単に説明する。
A．【源泉徴収制度の減免制度】39
一般原則において定められているように，米国不動産権益を譲渡した場合，この譲渡価額15
を源泉徴収することとされている。この場合，譲渡（disposition）とは，内国歳入法の目的のため
の「譲渡」を意味し，売買，清算，償還，贈答，移転などが含まれる。非居住者，特定の購入者の
代理人および決済担当者から米国の不動産権益を購入する者（譲受人）は，譲渡実現価額の15
で源泉を行う（2016年 2 月17日以前に譲渡された場合は譲渡価額の10）。ほとんどの場合，譲受
人は源泉徴収義務者（withholding agent）となる。譲受人は，譲渡人が外国人であるかどうかを
確認する必要があり，譲渡人が非居住者であるのに関わらずに源泉徴収を行わなかった場合は，譲
渡人が本来負うはずであった納税の責任を譲受人が負うことがある。また，法人やパートナーシッ
プなどの米国の事業体が米国の不動産権益を譲渡する場合，事業体自体が源泉徴収義務者とな
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40 ``Withholding of Tax on Dispositions of United States Real Property Interests'' (IRS HP) https://www.irs.gov/
individuals/international-taxpayers/ˆrpta-withholding（最終アクセス2018年 9 月19日).
41 ``About Form 8288, U.S. Withholding Tax Return for Dispositions by Foreign Persons of U.S. Real Property In-
terests'' (IRS HP) https://www.irs.gov/forms-pubs/form-8288-us-withholding-tax-return-for-dispositions-by-
foreign-persons-of-us-real-property-interests（最終アクセス2018年 9 月19日).
42 大蔵省主税局・前掲注31，154～155頁参照。
43 Supra note32, p.671.
る40。源泉徴収義務は，外国法人，国内法人，適格投資機関，特定の信託および財産の受託者にも
適用される。譲受人となる源泉徴収義務者は Form8288 を使用して，源泉徴収額を国に申告する
こととなる41。源泉徴収義務者は譲渡された日から20日の間に源泉徴収税額につき，その申告及び
納付をしなければならない。内国歳入庁は申告書（Form8288）を収受した後に，その写しである
8288A を譲渡者である受給者に送付するが，この写しは受給者にとって米国での納税証明書とな
る42。
§1445（b）に規定される通り，次の図表 3 に該当する場合は源泉徴収が免除される。
源泉徴収税は，譲渡時に発生する利益（the gain arising upon disposition）ではなく，実現総額
（the amount realized）に対して課される。結果として，源泉徴収税は，不動産を赤字で売却した
場合のように，処分に起因する実際の納税義務額よりも大きな金額で支払われる場合もあれば，納
税義務がまったく存在しない場合もある43。源泉徴収された税金が外国人投資家の実際に負担すべ
き納税義務を超えている場合，投資家は超過した金額の還付を求めることができる。この規定によ
り，投資家は連邦所得税申告書を提出する前の還付請求が可能となる。
B．【宣誓供述書制度（A‹davit 制度）】
次に，宣誓供述書制度を見ておきたい。源泉徴収義務の免除規定として大きく分けて 2 つの
A‹davit 制度が存在する。◯非外国人誓約書（Non-foreign A‹davit）と◯非居住不動産会社宣誓
供述書（Non-USRPHC A‹davit）である。
◯非外国人誓約書
偽証罪の罰則の下，源泉徴収義務者が，受給者の米国納税者識別番号と源泉徴収義務者本人が非
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44 Ibid, p.673.
45 Ibid, p.674. なお，USRPHC とは ``United States Real Property Holding Company'' を指す。
46 伊藤・前掲注19，22頁参照。
居住者でないことを示す宣誓供述書（Non-foreign A‹davit非居住者宣誓供述書）を提出する場
合は，源泉徴収を行う必要はない。この宣誓供述書は，おそらくすべての不動産取引の日常的な閉
鎖項目（routine closing item）になり，そして公務員の前で作られた公証またはその他の適切な確
認を必要とする。宣誓供述書を提出する必要がある者とは，所得税申告書に署名する権限を有する
当事者であると考えられる。パートナーシップに関する申告書にも同様に適用される。非居住者宣
誓供述書を受領しても，源泉徴収義務者が，受給者の代理人または源泉徴収義務者の代理人からそ
の宣誓供述書が虚偽である旨の通知を受けた場合，宣誓供述書の受領によって源泉徴収義務者が源
泉徴収を免除されることはない。非居住者宣誓供述書が虚偽であることを既知の受給者または受給
者の代理人は，内国歳入庁長官が規定するタイミングおよび方法でその旨を受給者に通知しなけれ
ばならない44。
◯非居住不動産会社宣誓供述書
外国人が公的に取引されていない国内法人に利息（債権者としての利息以外）を譲渡している場
合，偽証罪の罰則の下 §897条(c)(1)(A)()に明記されている必要な期間中に法人が USRPHC で
はない旨の宣誓供述書を企業が源泉徴収義務者に提出しない限り，源泉徴収が必要となる45。
このように，米国において源泉徴収義務者が源泉徴収を行わなかったとしても免責される制度や
減免される制度が整備されている背景として，「米国には日本の戸籍制度，住民登録制度に相当す
る制度がないものの納税者認証番号制度（United States taxpayer identiˆcation number）があるこ
と，米国民の人種が多様で，居住者か非居住者かを確認しなければならない場合が多いこと」46が
指摘されている。日本が上記のような制度を導入しなかった理由として，日頃の取引において相手
が居住者か非居住者かを確認する必要がなく，基本的には源泉徴収義務者の注意義務の範囲内にお
いて，それらの判断が可能であると思われていたからであろう。しかしながら，果たしてかような
想定は今日においても現実的に妥当するのか。先に紹介した東京地裁平成23年判決をはじめとし
て，現在の我が国においてはこれまでよりも非居住者を対象とした土地売買における源泉徴収トラ
ブルが多く発生していることに思いを致すと，かかる想定は今日的に妥当するとはいえないのでは
なかろうか。
では，かような問題関心の下で，我が国の源泉徴収制度に検討を加えるべき手だては存在するの
か。
．我が国源泉徴収制度の今後の展望
既に述べた通り，平成 2 年度に規定された非居住者との土地等売買における源泉徴収制度は米
国を参考としつつ，その導入の際に【源泉徴収制度の減免制度】と【宣誓供述書制度】を欠いた形
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47 伊藤・前掲注19，34頁参照。
48 金丸和弘・酒井真「国際課税執行上の諸課題―徴収教示と送達共助」金子宏監修『現代租税法講座第 4 巻
国際課税』384頁（日本評論社2017年）。
で取り入れられることになった。そのため，現行の源泉徴収制度に則ると，土地の買主（源泉徴収
義務者）が土地の売主（受給者）を非居住者であると認定することができず，源泉徴収を行わなか
った場合に，一時的にではあるが，その納税金額を負担して国に納付しなければならないことにな
っている。国は受給者に納税を求めることができないため，一時負担者となった源泉徴収義務者が
自身で受給者に納付した源泉徴収税額の返還を求めることとなるのである。しかし，受給者による
自発的な納付が行われない限り，国をまたいで訴訟を提訴し，国外にいる受給者の住所を特定し，
その住所地の裁判所において，債務名義を得たうえでの強制執行を求める必要がある。このような
結果をもたらすことになりうる源泉徴収義務者の注意義務は，一民間人である納税義務者が負うに
は過度であるように窺える。
先に確認した通り，東京地裁平成23年判決では，源泉徴収義務者の注意義務の範囲内において
納税義務者の非居住者判定が可能であったと判示されている。しかしながら，「非居住者でありな
がら日本に住民登録を残している人の場合は，書類上非居住者であることに気付くのは甚だ困難で
あり，ゆえにそれ以上の調査はなされないと言わざるを得ない。そもそも非居住者かどうか調査す
べきであることを認識している人が少ない上にそうした事案が取引件数に対して少ないことが問題
の根底にある。」47という意見も見られるとおり，単なる一民間人（もしくは民間企業）である源泉
徴収義務者が調査を行える範囲を越えていると理解することもできよう。
そこで，米国と同様の【源泉徴収制度の減免制度】と【宣誓供述書制度】を我が国でも導入する
ならば，東京地裁平成23年判決のような事案にどのような影響が及ぶであろうか。
. 源泉徴収税の救済ルート
米国法において採用されている「宣誓供述書制度」が我が国にも導入されたとすると，源泉徴収
義務者は非居住者である受給者との契約の際に Form8288 のような申告書（A‹davit）の記入を求
め，この控えである Form8288A を受給者は自身の納税証明書として保管する。この宣誓供述書
（A‹davit）を有する場合，源泉徴収義務者は源泉徴収制度の納税負担を免れることができるよう
制度の創設を行うことにより，源泉徴収義務者は源泉徴収制度の法律関係から離脱し，国と受給者
の単純な二者間での公法関係のみが残存することとなろう。受給者が我が国の法令に従って申告納
税をしない場合，（）海外居住の受給者に対していかに税務調査を実行するのか，（）税務調査
ができて課税要件の充足が判明したとしていかなる方法により更正通知書類を送達（通則法28◯）
するのか，（）更正通知書の送達ができたとして，受給者が我が国に何らの財産も有していない
場合にはいかに滞納処分を実行するのかという問題に直面することになるとされる48。
このように，国家による課税管轄権を越えてしまった場合，領域を越えて海外において税の徴収
―  ―
49 重要な文献として，森浩明「国家間の徴収共助―条約上の徴収共助条項の考察を中心として」『税務大学校
論叢』44号353頁（税務大学校2004年），赤松晃「徴収法の国際的側面」『租税法研究』33号47頁（租税法学
会2005年）。
50 森・前掲注49，399頁。
51 日本語訳として川端康之監訳『OECD モデル租税条約2003年版（所得と財産に対するモデル租税条約）』35
頁（日本租税研究協会2003年），なおコメンタリーは同書280～288頁参照。原文は OECD ``Model Tax Con-
vention on Income and on Capital: Condensed Version Junuary 2003.'' (OECD2003).
52 金丸・前掲注48，366頁。
53 多国間税務執行共助条約は，OECD 租税委員会および欧州評議会において，国際的租税回避や脱税を防止す
るために導入された。同条約は，1988年 1 月に成立，1995年に発効しており，現時点（2018年現在）にお
いて100以上の国および地域が署名している。
54 森・前掲注49，392頁。
を行う方法として考えられるのが次にあげるものである。
. 国際課税執行上の徴収救済ルート
国際課税の問題として，国境を越えた取引によって二重非課税が発生することがますます問題視
されるようになってきた。これらに対処しようと，OECD をはじめとして世界各国で足並みを揃
えるよう法の整備が活発化し，各国が協力して徴収を行う制度が成立しつつある49。
一つは，2003年に公表された OECD モデル租税条約（the OECD Model Convention）に設けら
れた第27条の「徴収共助規定」である。OECD モデル租税条約の草案が公表された1963年以来，
数回にわたる改訂が行われてきたが，2003年に至るまで税の徴収共助規定は導入されてこなかっ
た。しかしながら，「経済のグローバル化により，租税当局は，納税者の課税額を正確に決定でき
ないだけでなく，租税の徴収が困難となる事態が生じている」50として，徴収回避を防止する手段
を提供するという観点から，2003年の改定にあたって第27条徴収共助規定を創設した。27条には
「両締約国は，租税債権の徴収につき相互に共助を行う。かかる共助は，第 1 条及び第 2 条の規定
によって制限されない。両締約国の権限のある当局は，合意により，この条の適用方法を決定する
ことができる。」51と規定している。従前まで，我が国が締結している二国間条約の徴収共助条項
は，例えば日星租税条約27条 1 項のように単なる努力義務とされ，また，徴収共助の対象となる
租税債権としては，条約上の特典の濫用をした場合に限られてきた（限定的徴収共助）が52，これ
とは対照に，27条は一般的徴収共助であると理解されている。
また，有用性に大きな注目が集まっているのが，「租税に関する相互行政支援に関する条約（the
Convention on Mutual Administrative Assistance in Tax MattersMAATM，以下「多国間税務執
行共助条約」という。）」53である。この条約は1988年 1 月に成立，1995年 4 月 1 月より発行してい
る。同条約は OECD 租税委員会および欧州評議会での議論を踏まえ，◯情報交換，◯徴収共助，
◯文書送達について規定した，国際的租税回避を防止するための全32条から成る条約である。こ
の条約の特徴は，◯租税一般に妥当する一般的・包括的な徴収共助規定であるという点，◯租税の
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55 増井良啓「第 1 章 国際課税の制度設計」『現代租税法講座第 4 巻 国際課税』8 頁（日本評論社2017年）。
56 租税条約は国内法に受容され国内で法としての効力を有すると解され，国内法に優先すると理解されている
が，条約の直接適用可能性については，有力説の立場では否定されている。村井正編『入門国際租税法』26
頁（清文社2013年）。また，実施法の法的性格については増井良啓「租税条約実施特例法上の届出書の法的
性格」『税務事例研究』114号60頁（日本税務研究センター2010年）参照。
57 水野忠恒『国際課税の制度と理論―国際租税法の基礎的考察―』83～84頁（有斐閣2000年）。
58 水野『国際課税の制度と理論』・前掲注57，83～84頁。
優先権が認められていない点，◯不服申立てがされていない債権（非係争債権）を対象とする点で
ある54。我が国も2011年にこれに署名しており，2016年 9 月現在で104の国・地域が参加している
マルチ条約である。この条約の参加国が飛躍的に拡大し，統一的な執行共助の枠組みが世界を覆い
つつあるため，我が国はこれを利用して参加国との間で執行上の共助を行うことができると考えら
れている55。
現在我が国が参加している条約や国際的取り組みとして大きなものはこの通りである。国際課税
における今後の法整備の発展に伴い，宣誓供述書制度と共助条約の適用により，源泉徴収税の徴収
漏れが発覚しても，国は受給者から徴収することが可能となるであろう。
. 国内法と国際課税の整理
上述したような租税条約を適用するため，我が国では憲法98条 2 項に規定される条約遵守主義
に基づき，租税条約等の実施については，「租税条約等の実施に伴う所得税法，法人税法及び地方
税法の特例等に関する法律」（以下，「実施法」という。）によって必要な事項を定めている56。こ
の実施法において，国際課税における源泉徴収の法律関係は，国内法における源泉徴収の法律関
係，特に還付手続きにおいて調和しない点があることに注意すべきであると，以下のとおり指摘さ
れている。
最高裁判所昭和49年 3 月 8 日判決（民集28巻 2 号186頁）では源泉所得税の徴収・納付に誤りが
ある場合には，支払者は国に対し当該誤納金の還付を請求することができる旨判示した。水野忠恒
教授は，「これは所得税法第 4 編に関する判示であるが，非居住者又は法人の所得にかかる源泉徴
収も，その第 4 編の第 5 章に規定されているので，この解釈にしたがえば，ここでは徴収義務者
である支払者（筆者注受給者）が，国に対して納税義務者であるということになる」57とし，「非
居住者ないし外国法人の所得にかかる源泉徴収においては，国（税務署長）と本来の納税義務者と
が直接法律関係に立つものとして構成されていると考えられるのである。したがって，非居住者な
いし外国法人の所得にかかる源泉徴収税額については，当該主たる納税者（筆者注受給者）が，
源泉徴収義務者を経由するとしても，国に直接還付請求をする，もしくは，税務署長は，当該主た
る納税者に還付することが義務づけられていると解することができるのである。」58と主張される。
この考えは多くの研究者によって支持されている59。
もっとも，実施省令自体に手掛かりがないわけではなく，平成20年の省令改正により，国内法
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59 赤松晃氏は，水野『国際課税の制度と理論』・前掲注57を引用したうえで「源泉徴収額の軽減税率の適用を
受けるための届け出は手続要件であり効力要件ではないから租税条約に関する届出をしなかったことに基因
してその所得につき源泉徴収をされた場合には，『租税条約に関する届出書』と共に還付請求書を提出する
ことで，減免の適用を受けた場合の源泉徴収税額と国内法の規定による税率により源泉徴収された税額との
差額について還付を受けることができ，最終的に租税条約の適用を受けることができる。」と述べる。赤松
晃『国際課税の実務と理論―グローバル・エコノミーと租税法―〔第 2 版〕』57頁（税務研究会2009年）。ま
た，実務家である仲谷栄一郎＝井上康一＝梅雅春＝藍原滋『〔第 4 版〕外国企業との取引と税務』54頁
（商事法務2009年）においても支持されている。
60 増井「租税条約実施特例法」・前掲注56，68頁。
61 緒方健太郎・灘野正規・山田彰宏「国際課税関係の改正」『平成20年版改正税法のすべて』520頁（大蔵財務
協会2008年）参照。
62 増井「租税条約実施特例法」・前掲注56，69頁。
63 増井「租税条約実施特例法」・前掲注56，69頁。
と租税条約の税率差による源泉所得税の軽減を受けようとするときは，相手国居住者等は還付請求
ができる旨の規定（実施省令 2◯）が，またそのための手続として相手国居住者等は還付請求書を
源泉徴収義務者を経由して所轄の税務署長に提出しなければならない（実施省令 2◯）とする規定
が追加された60。しかしながらこの趣旨は「還付請求手続を明確化することとされました」61という
解説に留まり，租税条約との関係や改正以前の法状態との関係，還付金以外の過誤納金の扱いな
ど，いくつかの解釈問題を残したままである62。増井良啓教授は，「平成20年の実施省令改正以降
における届出書の法的性質は，租税条約の実体的要件を判定するための証明手段である。その法的
性質は，改正前と同じである。（…）ただ，必ずしも明確な先例が見当たらない領域であり，以上
が私見であることにご留意いただきたい。」と述べ，源泉徴収をめぐる法的性質は未だに統一的見
解がなく，我が国国内法と国際課税関係の整理は完成されていないことを指摘されている63。
結びに代えて
東京地裁平成23年判決は非居住者による土地等売買において源泉徴収義務が発生するとされた
事例であり，国境を越えた人・モノ・カネの取引が増大し，グローバル化がますます進展している
現代において，問題点を顕在化させる深い異議を有する事案であった。本稿で検討した通り，米国
源泉徴収制度において認められている【源泉徴収制度の減免制度】と【宣誓供述書制度】を我が国
にも導入することができれば，今までの源泉徴収制度のような国内の執行問題を越え，国際的に徴
収が可能となる時代になってきている。多国間税務執行共助条約の我が国での適用例はまだ実数が
少ないが，この条約がうまく作用していけば，今まで過度な責任を負わされていた土地等売買にお
ける源泉徴収義務者がその責から解放され，本来あるべき姿での課税が可能になるのではなかろう
か。
従来までの執行管轄権の進展に関する論点のみでなく，「そこから一歩を進めて，執行共助体制
の確立が立法管轄権に対してもインパクトを持ちうることは，あまり強く意識されてこなかったの
ではないか。なるほど，立法管轄権の及ぶ範囲がフルに執行可能になるなどという見通しは，現在
―  ―
64 増井「国際課税の制度設計」・前掲注55，10頁。
の国際社会における国家間協力の現状からすると，夢想のようなものであろう（…）だが，私たち
は現実世界のありようからひとまず自由に，個人所得課税に関する立法管轄権に対する制約が取り
払われる世界を創造することはできる64。」という増井教授の指摘は妥当であり，これからの国際
課税の世界はまさにそのようになると予想されるのである。
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